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【背景】 世界の保健システムは⼤きな進歩を遂げ、⼀部の先進国では 100 年の寿命が現実になり、ゲノム検
査が個別の医療アプローチを提供し始めている. ⼀⽅、ライフスタイルに起因する⾮感染性疾患（NCD）は世
界の全死亡の 71％を占め 1,2、 感染性疾患から NCD の疫学的移⾏は世界的な脅威となり３、 低・中所得国では
感染性疾患に加え NCD が増加している. 更に NCD は従来考えられていた、⼼⾎管疾患、がん、2 型糖尿病
（T2DM）、肥満、慢性閉塞性肺疾患のみならず、⻭周病や認知症およびアルツハイマー病、サルコペニア、関
節炎、慢性疼痛、さらに、うつ、不安症、依存症、不定愁訴などの⼼⾝の領域を含む動きがある. 欧⽶では Lifestyle 
Medicine (LM）は急速に増加する NCD に対応できる、⾏動変容を促す科学的なアプローチとして、医学教育
も含めた分野で普及しつつある（ケンブリッジ⼤学、ハーバード⼤学等）4. The American College of Lifestyle 
Medicine は設⽴ 15 年⽬を迎え、医師を中⼼とした医療従事者 3,000⼈以上の会員を擁し、イギリス 900名、
オーストラリア 700名と、LM を学ぶ医療従事者数は年々世界中で急増している. このグローバルな LM の活
動をサポートする⽬的で Lifestyle Medicine Global Alliance という組織が設⽴され、2017 年には LM の認定試
験が⽶国で作成され、世界の様々な国で、英語、スペイン語、ポルトガル語、中国語、韓国語で認定試験が実
施されている. この LM の世界的な動きに呼応し、⽇本におけるライフスタイル医学の諸問題に対応し、NCD
へのより本質的な治療、健康の維持増進を踏まえた予防医学的アプローチを実現する⽬的で、2017 年に⽇本ラ
イフスタイル医学会（JSLM）を設⽴した（代表：⾹川⼤学 神原憲治）. 
【⽬的】JSLM の設⽴と活動の趣旨を通して、ライフスタイル医学への理解と認知を広める. 
【⽅法】LM の取り組み分野における⽇本の現状と問題点を整理し、今後の展望について提⽰する. 
【結果】LM はライフスタイルに起因する NCD を、⾏動変容を中⼼とした科学的なアプローチで減少、予防
を⽬指している. LM の主要な項⽬は：1.ストレス対処や⼼⾝医学的課題；2.エクササイズ・運動療法；3.⾷⽣
活の改善・栄養療法；4.質の良い睡眠・休養；5.地域コミュニティの育成；6.禁煙・適量の飲酒.  
⽇本でも成⼈病、⽣活習慣病として NCD は⻑く研究されてきており、国⽴健康・栄養研究所の健康⽇本 21、
厚⽣労働省の Smart Life Project、また経済・医療団体、⺠間組織や⾃治体が連携した⽇本健康会議などのプロ
ジェクトや調査研究が実施され、⼀定のコンセンサスの獲得と効果を上げている⼀⽅、これらの努⼒・活動は
医学・医療・国⺠全体に深く認知されていないというギャップも存在している. また、基本的な運動の効果と
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知識、栄養学やストレス対処法、⾏動変容を助けるコーチング、睡眠に関する知識等は NCD に対峙する医師・
医療スタッフにとって⼤切な知識とスキルであるが、現在の医学教育の中にまだ取り込まれていないのが現状
である 5,6,7.  
また医師だけではなく、研究者、看護師、栄養⼠、公認⼼理師、臨床⼼理⼠、理学療法⼠、運動療法⼠、健康
運動指導⼠、保健師等の多職種によるチーム医療で治療と早期予防の効果を上げることが期待できるが、チー
ム医療のモデルはまだナショナルレベルといえるまでに統⼀・成熟・拡散できていない. JSLM は、学会を通じ、
医師・医療従事者に質の⾼い LM の知識を提供すること、またこれから医療分野に従事する新たな医学部⽣・
医療分野の学⽣に LM を知っていただく機会を増やすこと（最終的には医学部教育に LM を取り⼊れること）、
さらに NCD の治療にチーム医療モデルの⼀般化を推進していくことを⼤きな⽬標に掲げている.  
 
⽇本では超⾼齢化を背景とし、うつや社会的孤⽴への対応、認知症・アルツハイマー病・T2DM の急増の危惧、 
がんへの対応、早期予防対策が NCD の優先課題と考えられる. 2065 年までに約 40％の⽇本⼈が 65歳となる
⽇本では 8、健康寿命を維持することは重要な優先課題である. 厚⽣労働省は、2060 年にピークを迎える認知
症・アルツハイマー病の経済負担は 26 兆円にのぼると予想し 9、様々な分野の協⼒と優先的な取り組みがなけ
れば、経済破綻を引き起こしかねない現状にある 10. その中で近年特に注⽬を浴びているのは認知症・アルツ
ハイマー病、T2DM の危険因⼦のサルコペニア(加齢性筋⾁量減少症)である. ⽇本の久⼭町研究でも⽇本⼈は
糖代謝異常が多く、認知症・アルツハイマー病、T2DM の急増の危惧、また糖代謝ががんの発症と関連してい
ることを⽰唆している 11,12. また⽇本は 32.4％が⼀⼈暮らしで、これはアジアの国の中でも突出した状況にあ
る 13. うつ・社会的孤⽴が⽣命を脅かす危険性を指摘した Brigham Young ⼤学の Holt-Lunstad は“孤独は喫煙
より危険である”と警鐘を鳴らしている 14. 東⽇本⼤震災の仮設住宅在住⾼齢者の例でも、コミュニティが維持
されていた唐桑・⼤島地区の⽅々が、他の地域と異なり⼼⾝の健康が 3年続いて維持されていたことが報告さ
れ、地域コミュニティの育成と維持が健康に重要な役割を果たしていることが⽰された 15.  
【考察】⽇本の NCD に対応することは急務である. 既存の関連学術団体や⽇本のトップクラスの研究者・⼤
学・研究所、また企業や⾃治体と会話を進め、⽇本における NCD の⼀次予防と重症化予防に LM が効果的に
貢献できるよう JSLM を運営していきたい. 現在 2021 年の⼼⾝医学会で LM を紹介させていただく予定で準
備を進めている. 
 
【連絡先】www.lifestylemedicinejapan.org E-mail：office@lifestylemedicinejapan.org 
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